
 

第 3 号議案  平成 22 年度事業計画書並びに予算書について 

 

Ⅰ．事業計画書 

  【総  括】 

漁船保険組織の統合に関しては、制度調査委員会の小委員会として前年度に設置した制度

問題特別委員会において、より専門的な調査研究を進める。 

また、農林水産大臣から交付決定を受けた「漁船保険団体再編整備事業補助金」の事業実

施にあたって、制度調査委員会及び制度問題特別委員会などに諮りながら、財務調査分析、組

織・定員調査分析及び専門家による適切な積立金水準等について検討を進める。 

漁船保険中央会助成事業として、事故防止、事故率・損害率の改善、また、漁船保険等及び

プレジャーボート責任保険の加入推進につき、より一層の向上を図るため、所要の助成金を交付

する。 

平成 23 年度に予定される普通損害保険等の定例料率改正に向けて、保険料率算定委員会

において、その改正方向等につき検討する。 

漁船保険等加入推進委員会においては、昨年度と同様に、漁船保険未加入漁船に対する

加入促進、漁船船主責任保険基本損害契約保険金額の増額、乗客損害等の加入促進、またプ

レジャーボート責任保険のさらなる加入促進の方策を検討し、その実現に積極的に取り組む。 

本年度も普通保険等再保険事業の円滑な事業運営に努める。 

  【主な行事】 

   1．通常総会の開催 

   2．理事会の開催 

   3．各種委員会並びに各種研修会の開催 

   4. 漁船保険等事業運営協議会の開催 

   5．漁船保険新入職員研修会の開催 

   6．第 21 回全国漁船保険推進のつどいの開催 

漁業協同組合の漁船保険担当役職員を対象に推進のつどいを開催し、今後における漁

船保険事業の一層の伸展充実を図る。 

 

  1．一般事業 

   (1) 漁船保険中央会助成事業 

     本年度の漁船保険中央会助成事業は、予算総額 3億 9,700 万円で次の各事業を実施する。 

    ①漁船事故防止対策事業 

漁船保険加入漁船に係る事故の未然防止等を図るため、漁船保険組合が実施する次の

各事業に要する経費に対し、実施規程の定めるところにより助成金を交付するほか、気象情

報の提供等に対する助成を行う。 

ア．漁船保険事故防止啓蒙普及事業 

イ．漁船事故防止施設設置等事業 

ウ．漁船機関等整備点検事業 

エ．認定事業 

②漁船保険組合業務費助成金交付事業 

      漁船保険組合の経営の安定に資するとともに漁船保険事業等の推進を図るため、組合の業

務執行に要する経費に対し、交付要領の定めるところにより漁船保険等推進助成金、任意保

険推進助成金及び特別助成金(全国広域漁船保険組合に対する助成金及び漁船保険モバイ

ルシステム導入費用に対する助成金)を交付する。 

 

   (2) 事故防止思想高揚のための表彰事業 

      無事故漁船の所有者及び漁船の事故防止に貢献した漁業協同組合を表彰するとともに、水

産庁長官から表彰を受けた優良乗組員に対して記念品を贈呈し、その功績をたたえ、事故防



 

止思想高揚の一助とする。 

 

   (3) 漁船保険料率等の調査研究 

      平成 23年 4月 1日施行予定の次期料率改正に向け、適切な料率体系のあり方等について

調査、検討を行う。 

 

   (4) 事務合理化のための調査研究等 

    ①漁船保険システムの開発及び調査研究 

ア．漁船保険システムにおける問題点等の調査、機能改善策等の調査研究を行う。 

イ．システムの有効活用及び将来における業務処理の統一と事務合理化の促進を図るため、

各保険組合におけるシステムの運用実態（独自システムを含む。）の調査研究を行う。 

ウ．平成 23 年 4 月 1 日施行予定の料率改正に対応するため、必要なプログラムの修正を行

う。 

エ．次期元号に対応したシステムに対し、配番管理機能及びデータ保管機能について、必要

なシステム開発を行う。 

オ．漁船保険モバイルシステムの機能の充実を図るため、調査研究及び必要なシステム開発

を行う。 

カ．情報系システムの有効活用についての調査研究及び必要なソフトウェアの整備等を行う。 

キ．システムに係る情報を随時提供するとともに、漁船保険システム担当者研修会を開催し、

保険組合担当者にシステム等に関する研修の場を提供する。 

    ②漁船保険システムの保守管理及び運用 

ア．漁船保険システムの運用上の問題解決に努めるとともに、必要に応じて運用面の指導、

支援を行う。 

イ．漁船保険システムの機能が十分発揮できるよう、システム利用漁船保険組合等と連携をと

りながら、適切な管理運用を図る。 

ウ．漁船保険統計表を始めとする各種統計資料の作成作業が円滑に行われるよう、データの

整備等を行う。 

     

   (5) 審査基準の整備 

     審査業務の適正を期するため、修繕工賃等の調査を行うとともに審査基準を整備する。 

 

   (6) 審査業務に係る調査研究 

     漁船保険組合間の損害てん補の違いとその問題点を調査研究し、より一層の統一化を図る。 

 

   (7) 普及宣伝 

    ①漁船損害等補償事業功績者等の表彰 

      漁船損害等補償事業の運営又は普及等に貢献した者に対して表彰状、感謝状を贈呈し、

その功績を称える。 

    ②カレンダー等の作製 

      漁船保険等の普及宣伝の一環として、カレンダー及び漁船保険手帳を作製し配布する。 

 

   (8) 広報活動 

    ①機関誌「波濤」及び「漁船保険月報」を発行し、各関係方面へ配布する。 

    ②その他の広報活動 

      本会が行う諸事業につき、その理解と協力を得るため、関係方面に対して広報活動を行う。

また、ホームページを通じて事業概要等の周知を図るとともに所要の情報開示を行う。 



 

   (9) 福利厚生事業 

       永年勤続者表彰として、漁船保険組合及び中央会役職員で、在任・在職期間が満20年以

上の永年勤続者を表彰する。 

 

  2．漁船保険振興事業 

      本年度の漁船保険振興事業は、第12次中期計画(平成20年度～平成22年度)の最終年度

として、漁船保険事業の健全な発達を図るため次の各事業を実施する。 

 

   (1) 海難防止助成事業 

      ㈳日本水難救済会が行う漁船の救助活動に係る出動手当の一部を助成する。 

 

   (2) 無事故漁船報償事業 

      漁船保険加入者の事故防止思想の高揚を図るため、3 年間継続加入し同期間無事故であ

った漁船を対象に、実施要領の定めるところにより報償金を交付する。 

 

   (3) 漁船保険推進対策事業 

      漁船保険組合が漁船保険の推進を図るための事業を実施するのに必要な経費に対し、交

付要領の定めるところにより助成金を交付する。 

 

  3．再保険事業 

   本年度もより円滑な日常業務の遂行に努めるとともに、漁船保険未加入漁船の加入推

進並びに漁船船主責任保険、漁船乗組船主保険及びプレジャーボート責任保険の一層の

普及拡大に努める。また、加入促進会議、引受及び審査関係の全国実務者研修会等をそ

れぞれ開催する。 

 

   (1) 普通保険再保険事業 

    ①加入計画 

      本年度は、次表のとおりの加入を予定している。(別表 1参照) 

区  分 引受隻数 再保険金額 純再保険料 積立純再保険料 

 

普通損害保険 

隻 

185,617 

百万円 

855,948 

千円 

13,077,526 

千円 

- 

満期保険 2,465 - 129,775 1,079,846 

漁具特約 440 2,849 9,245 - 

 

    ②政府との再々保険 

      本年度政府に支払う再々保険料は 55,520 千円（再々保険料率 0.42％）を予定している。 

    ③普及宣伝等 

      漁船保険総合パンフレット、リーフレットを作製して漁船保険制度の漁業者への一層の浸透

を図るとともに、漁業協同組合説明会への出席等により、その普及宣伝に努める。 

 

   (2) 漁船積荷保険再保険事業 

    ①加入計画 

      本年度は、引受隻数 610隻、再保険金額 43,705 百万円、純再保険料 109,735 千円を予定

している（別表 2参照）。 

    ②政府との再々保険 

      本年度政府に支払う再々保険料は、16,260 千円（再々保険料率 14.81％）を予定している。 

 

   

 



 

 (3) 漁船積荷保険補完再保険事業 

    ①加入計画 

      本年度の補完再保険料は、2,800 千円を予定している。 

    ②補完再保険料助成等の実施 

ア．補完再保険料助成 

イ．保険料助成 

ウ．協力報奨 

エ．加入促進表彰 

 

   (4) 漁船船主責任保険再保険事業 

    ①加入計画 

      本年度は次表のとおりの加入を予定している。(別表 3参照) 

区 分 引受隻数 再保険金額 純再保険料 

基本損害 

隻 

185,885 

百万円 

44,599,199 

千円 

2,429,317 

乗客損害 15,992 5,093,629 354,549 

人命損害 12,455 34,953 39,301 

 

    ②基本損害に係る政府との再々保険 

      本年度政府に支払う再々保険料は、730 千円（再々保険料率 0.03％）を予定している。 

    ③乗客損害に係るロイズ等との再々保険 

      本年度再々保険契約に基づき、再々保険料として28,790千円（再々保険料率7.989%）を支

払うことを予定している。 

    ④普及宣伝等 

     ア．基本損害の保険金額増額運動において、加入促進に努力し顕著な実績を上げた漁業協

同組合に対し、感謝状及び報奨金を贈呈し謝意を表する。 

     イ．米国可航水域に入域する漁船につき、コーストガードが発給する財政的支払責任能力確

認書の取得・変更等手続きを代行する。 

     ウ. 船舶油濁損害賠償保障法の対象船舶について、当該船舶が日本の港に円滑に入港で

きるよう、PI 保険の加入状況等のデータを四半期ごとに国土交通省に提供する。 

     エ. バンカー条約に基づく条約証書の保持が必要な加入漁船につき、イギリス政府からの条

約証書の新規取得及び更新手続きを代行する。 

 

   (5) 漁船船主責任保険補完再保険事業 

      本年度の補完再保険料は、37,460 千円(基本損害 25,640 千円、乗客損害 11,820 千円）を

予定している。 

 

   (6) 漁船乗組船主保険再保険事業 

      本年度の加入は、引受隻数 31,041 隻、再保険金額 46,043 百万円、純再保険料 43,295 千

円を予定している（別表 4参照）。 

 

   (7) 転載積荷保険再保険事業 

      本年度の加入は、引受隻数 31隻、再保険金額 2,847 百万円、純再保険料 2,851 千円を予

定している（別表 5参照）。 

 

   (8) プレジャーボート責任保険再保険事業 

    ①加入計画 

      本年度は、引受隻数 16,600 隻、再保険金額 4,162,524 百万円、純再保険料 124,347 千円

を予定している（別表 6参照）。 



 

    ②再々保険契約 

      前年度に引き続き、東京海上日動火災保険㈱との間に、一事故当たり 2,000 万円を超過す

る損害について980,000,000円を限度とする超過損害額再保険方式による再々保険契約を締

結する。再々保険料は純再保険料の 20.43％を予定している。 

    ③普及宣伝等 

本年度はプレジャーボート責任保険制度発足 10 周年を迎えたことを記念して、今後

のより一層の加入促進と継続契約率の向上を図ることを目的として、全加入者に記念品

の配布を行う。 

前年度において、プレジャーボート責任保険の加入隻数を最も増加させた漁船保険組

合（又は同支所）並びに加入隻数の対前年度増加率が最も高かった漁船保険組合（又は

同支所）に対する表彰を行うとともに、漁船保険等の加入促進に特に協力のあった漁協

及び漁協の役職員に対する表彰を行う。 

    なお、パンフレットの作製、漁協担当者説明会及びプレジャーボート・オーナーに対

する説明会への役職員の派遣、加入促進に顕著な実績をあげた漁協及び取次店への感謝

状並びに報奨金の贈呈等、普及宣伝に全力を傾注する。 

    また、「プレジャーボート保険クレームデスク」等の活用により、迅速かつ的確なク

レーム処理に努める。 

 

  4．海外操業漁船損害補償事業 

   (1) 加入計画 

      本年度は、引受隻数 486 隻、救済掛金 111,330 千円を予定している。 

 

   (2) 情報提供等 

      海外操業漁船の操業の安全を確保するため「海外漁業情報」を㈱農林放送事業団のホーム

ページ等を通じて提供するとともに、その内容を日刊水産経済新聞に掲載する。 



(別表１)　　平成22年度普通保険加入計画表

項目 普通損害保険

　ﾄﾝ数区分 隻数 再保険金額 純再保険料 隻数
再保険金額
(損害部分)

積立純再保険料
(損害部分）

積立純再保険料 隻数 再保険金額 純再保険料 隻数 再保険金額 純再保険料

　　　　　以上　　未満 隻 百万円 千円 隻 千円 千円 隻 百万円 千円 隻 百万円 千円

無動力、0 ～ 5 160,916 305,380 5,622,517 2,126 5,808 79,888 651,712 163,042 311,188 5,702,405 34 57 34

5 ～ 20 23,307 318,345 5,334,686 339 4,287 49,886 428,133 23,646 322,632 5,384,573 316 1,265 2,152

20 ～ 50 132 11,371 188,008 0 0 0 0 132 11,371 188,008 30 223 476

50 ～ 100 372 41,522 572,493 0 0 0 0 372 41,522 572,493 0 0 0

100 ～ 200 437 69,123 817,945 0 0 0 0 437 69,123 817,945 47 812 4,998

200 ～ 1000 453 110,208 541,876 0 0 0 0 453 110,208 541,876 13 492 1,585

185,617 855,948 13,077,526 2,465 10,095 129,775 1,079,846 188,082 866,043 13,207,300 440 2,849 9,245

188,796 878,514 13,402,003 2,808 11,153 143,555 1,185,790 191,604 889,667 13,545,558 460 3,071 9,954

98.3 97.4 97.6 87.8 90.5 90.4 91.1 98.2 97.3 97.5 95.7 92.8 92.9

(別表2)　　平成22年度漁船積荷保険加入計画表

項目

　ﾄﾝ数区分
　　　　　以上　　未満 隻 百万円 千円

無動力,0 ～ 20 158 214 901 

  20 ～ 50 21 44 207 

  50 ～ 100 29 208 888 

100 ～ 1000 402 43,239 107,739 

610 43,705 109,735 

622 45,043 113,067 

98.1 97.0 97.1

前年度実績

前年度対比(%)

隻  数

合計

前年度実績

前年度対比(%)

漁具特約普通保険(普通損害+満期)満期保険

純再保険料再保険金額

合    計



(別表3)　　平成22年度漁船船主責任保険加入計画表

項目 基  本 損 害 乗 客 損 害 人 命 損 害

ﾄﾝ数区分 隻  数 再保険金額 純再保険料 隻  数 再保険金額 純再保険料 隻  数 再保険金額 純再保険料
隻 百万円 千円 隻 百万円 千円 隻 百万円 千円

無動力,0 ～  5 161,276 35,298,756 966,654 12,823 3,420,235 246,194 9,467 19,337 15,995 

         5 ～  20 23,273 8,407,350 1,034,641 3,148 1,642,245 106,647 2,924 14,325 19,672 

      20 ～  50 131 65,228 20,670 1 900 45 

      50 ～ 100 368 221,175 127,816 0 0 0 64 1,291 3,635 

   100 ～ 1,000 837 606,690 279,536 20 30,249 1,663 

185,885 44,599,199 2,429,317 15,992 5,093,629 354,549 12,455 34,953 39,301 

189,225 42,112,332 2,485,586 16,334 5,196,506 362,068 12,313 34,074 38,755 

98.2 105.9 97.7 97.9 98.0 97.9 101.2 102.6 101.4 前年度対比(%)

以上　　　　未満

合    計

前年度実績



 

(別表 4)  平成 22 年度漁船乗組船主保険加入計画表 

項目 

ﾄﾝ数区分  
隻  数 再保険金額 純再保険料 

以上    未満  隻 百万円 千円 

無動力,0 ～ 5  27,104 37,768 31,757 

    5 ～ 20  3,922 8,238 11,430 

   20 ～ 1,000  15 37 108 

合    計 31,041 46,043 43,295 

前年度実績 30,510 45,120 42,186 

前年度対比 (%) 101.7 102.0 102.6 

 

 

 

(別表 5)  平成 22 年度転載積荷保険加入計画表 

漁業種類 隻数 再保険金額 純再保険料 

 隻 百万円 千円 

まぐろ 26 2,418 1,838 

まぐろ（ｵｰﾙﾘｽｸ） 5 429 1,013 

いか 0 0 0 

底曳 0 0 0 

その他（かに） 0 0 0 

合   計 31 2,847 2,851 

前年度実績 31 2,847 2,851 

前年度対比(%) 100.0 100.0 100.0 

注）再保険金額＝保険金額－純保険料×5%×1.2 

 

 

 

(別表 6)  平成 22 年度プレジャーボート責任保険加入計画表 

船  種 隻数 再保険金額 純再保険料 

 隻 百万円 千円 

ヨット 14,303 3,729,174 115,657 

ﾓｰﾀｰﾎﾞｰﾄ 1,095 430,432 6,207 

低額保険金額 1,202 2,918 2,483 

合   計 16,600 4,162,524 124,347 

前年度実績 15,612 3,691,804 116,042 

前年度対比(%) 106.3 112.8 107.2 

注）再保険金額＝保険金額－純保険料×7%×1.2 

 



Ⅱ　予算書

1 一般勘定 （単位：千円）

収 益 の 部

勘定科目 22年度計画額 21年度実績額 比較 増-減 備 考

1 賦課金 49,000 49,000 0

2 漁船損害調査料 0 17 -17

3 受入利息 555 853 -298

4 前年度繰越金 3,017 4,503 -1,486

5 退職給与引当金戻入 0 15,726 -15,726

6 役員退任慰労金引当金戻入 0 33,622 -33,622

7 雑収入 10 0 10

計 52,582 103,721 -51,139

費 用 の 部

勘定科目 22年度計画額 21年度実績額 比較 増-減 備 考

1 管理費 27,640 78,009 -50,369

(1) 事務所費 18,000 19,980 -1,980

(2) 団体負担金 9,640 8,681 959

(3) 退職給与費 0 15,726 -15,726

(4) 役員退任慰労金 0 33,622 -33,622

2 業務費 23,512 22,695 817

(1) 普及宣伝費 13,000 13,227 -227 漁船保険推進のつどい

(2) 広報費 7,231 6,302 929 波涛、月報等

(3) 漁船事故防止勧奨費 2,033 1,922 111 無事故漁船所有者表彰等

(4) 福利厚生費 1,248 1,244 4 組合役職員慶弔費・永年勤続者表彰等

3 予備費 1,430 0 1,430

計 52,582 100,704 -48,122

(注) 支出予算の総括科目の20%以内の流用は理事会、内訳科目相互間の流用は会長一任とする。



２ 振興勘定 （単位：千円）

収 益 の 部

勘定科目 22年度計画額 21年度実績額 比較 増-減 備 考

1 受入利息 70,932 69,030 1,902

2 前年度繰越金 1,057 80 977

3 雑収入 10 102 -92

計 71,999 69,212 2,787

費 用 の 部

勘定科目 22年度計画額 21年度実績額 比較 増-減 備 考

1 海難防止助成事業費 1,000 1,000 0 海難救助出動手当助成金

2 無事故漁船報償事業費 28,000 27,434 566

3 漁船保険推進対策事業費 42,999 33,181 9,818 漁協協力報奨費､漁船保険事務研修費等

4 管理運営費 0 6,540 -6,540

(1) 俸給 0 2,529 -2,529

(2) 諸給与 0 2,895 -2,895

(3) 厚生費 0 816 -816

(4) 事務所費 0 300 -300

計 71,999 68,155 3,844

(注) 支出予算の総括科目の20%以内の流用は会長一任とする。



３ 再保険事業勘定

保険勘定 （単位：千円）

収 益 の 部

勘定科目 22年度計画額 21年度実績額 比較 増-減 備 考

1 再保険料 16,360,160 16,794,810 -434,650

2 満期積立再保険料 1,079,840 1,185,790 -105,950

3 再再保険金 118,210 112,307 5,903

4 再再保険料還付金 5,950 10,618 -4,668

5 再保険金還付金 80 0 80

6 損失回収金 70 217,098 -217,028

7 満期積立運用収入 42,640 51,299 -8,659

8 責任準備金戻入 7,575,240 7,917,230 -341,990

9 満期積立責任準備金戻入 5,285,250 5,603,030 -317,780

10 支払備金戻入 4,760,328 5,307,086 -546,758

11 満期積立支払備金戻入 18,980 54,140 -35,160

12 前期修正益 0 49 -49

計 35,246,748 37,253,457 -2,006,709

費 用 の 部

勘定科目 22年度計画額 21年度実績額 比較 増-減 備 考

1 再保険金 16,443,128 16,348,707 94,421

2 満期積立再保険金 1,393,830 1,487,635 -93,805

3 再再保険料 124,140 134,519 -10,379

4 再再保険金返還金 40 0 40

5 再保険料払戻金 176,100 180,958 -4,858

6 満期積立再保険料払戻金 93,250 102,394 -9,144

7 損失回収返還金 50 0 50

8 責任準備金積立 7,353,110 7,575,240 -222,130

9 満期積立責任準備金積立 4,887,290 5,285,250 -397,960

10 支払備金積立 4,723,470 4,760,328 -36,858

11 満期積立支払備金積立 52,340 18,980 33,360

計 35,246,748 35,894,011 -647,263

業務勘定

収 益 の 部

勘定科目 22年度計画額 21年度実績額 比較 増-減 備 考

1 付加再保険料 105,670 107,386 -1,716

2 受入補助金 22,003 0 22,003

3 受入利息 696,997 667,222 29,775

4 受入延滞金 80 0 80

5 付加再保険料責任準備金戻入 24,490 26,570 -2,080

6 退職給与引当金戻入 0 29,934 -29,934

7 役員退任慰労金引当金戻入 0 86,921 -86,921

8 雑収入 80 56 24

計 849,320 918,089 -68,769



（単位：千円）

費 用 の 部

勘定科目 22年度計画額 21年度実績額 比較 増-減 備 考

１ 管理費 775,438 881,237 -105,799
(1) 役員報酬 84,800 81,688 3,112 常勤役員4名・非常勤役員16名

(2) 俸給 179,131 176,203 2,928 定員47名、基本給

(3) 諸給与 239,123 228,552 10,571
月例手当(役付･扶養･住宅･食事･調整･通勤･
超勤)、期末手当等

(4) 旅費 17,896 13,503 4,393 役員会、委員会、諸会議

(5) 交際費 5,300 4,970 330
(6) 交通費 4,420 7,793 -3,373 借上料等

(7) 厚生費 71,942 69,245 2,697 社会保険､団体生命､健康診断等

(8) 職員研修費 630 240 390 保険共済研修等

(9) 事務所費 92,871 93,846 -975 借室料等

(10) 備品費 555 653 -98
(11) 消耗品費 727 630 97
(12) 図書費 1,897 1,868 29 定期購読料、資料室書籍

(13) 通信運搬費 4,980 4,488 492 電話料、送料等

(14) 印刷費 3,022 2,671 351 会議資料､事務用印刷物

(15) 会議費 4,107 4,040 67 総会等

(16) 謝金 4,945 3,774 1,171 弁護士、各種委員等

(17) 退職給与引当金積立 42,122 45,897 -3,775
(18) 役員退任慰労金引当金積立 15,292 18,602 -3,310
(19) 公租公課 100 15 85
(20) 支払利息 18 0 18
(21) 支払手数料 1,200 1,061 139
(22) 雑費 360 115 245
(23) 退職給与費 0 31,292 -31,292
(24) 役員退任慰労金 0 90,091 -90,091

２ 業務費 553,850 507,269 46,581
(1) 損害調査費 5,458 4,624 834 調査旅費、鑑定費等

(2) 研究指導費 22,853 11,320 11,533 審査実務研修会等

(3) 統計資料作成費 40,870 35,871 4,999 ｼｽﾃﾑ管理費、組合頒布諸用紙等

(4) 普及宣伝費 60,091 50,797 9,294 普及宣伝用品、広告料等

(5) 組合業務費助成金 241,400 232,786 8,614
(6) 事故防止対策事業費 131,502 130,555 947
(7) 補完再保険料助成金 1,402 1,361 41
(8) 保険料助成金 21,946 11,649 10,297
(9) 協力報奨費 2,438 2,213 225
(10) 加入促進表彰費 250 157 93
(11) 海外法務代理人手数料 560 555 5 弁護士、ｺ-ｽﾄｶﾞ-ﾄﾞ手数料等

(12) 付加再保険料払戻金 890 891 -1
(13) 付加再保険料責任準備金積立 24,190 24,490 -300

３ 減価償却費 82,923 75,274 7,649
４ 固定資産処分損 0 123 -123

計 1,412,211 1,463,903 -51,692

業務勘定利益（－損失） -562,891 -545,814 -17,077

再保険事業勘定利益（－損失） -562,891 813,632 -1,376,523

(注) 支出予算の総括科目の20%以内の流用は理事会、内訳科目相互間の流用は会長一任とする。



固定資産取得計画 （単位：千円）

品      名 単  価 数  量 金  額

1.有形固定資産 300

　　ｶﾗｰﾚｰｻﾞｰﾌﾟﾘﾝﾀｰ 300 1 300

2.無形固定資産 45,000

　　新規開発ｿﾌﾄ 20,000 1 20,000

　　PB責任保険関係ｿﾌﾄ 10,000 1 10,000

　　ﾓﾊﾞｲﾙｼｽﾃﾑ関係ｿﾌﾄ 5,000 1 5,000

　　料率改正対応ｿﾌﾄ 10,000 1 10,000

計 45,300



再保険事業予算書内訳表
自 平成２２年４月　１日
至 平成２３年３月３１日

（再保険事業勘定） (単位：千円)

勘定区分

勘定科目 計 普 通 保 険 積 荷 保 険 船 主 責 任 保 険 乗 組 船 主 保 険 船 主 責 任 補 積荷補完再保険 任意保険

完 再 保 険 転 載 積 荷 保 険 ﾌﾟﾚｼﾞｬｰﾎﾞｰﾄ責任保険

･保険勘定･
（収益）
再保険料 16,360,160 13,216,530 109,730 2,823,160 43,290 37,460 2,800 2,850 124,340

再保険料 16,221,150 13,077,520 109,730 2,823,160 43,290 37,460 2,800 2,850 124,340
漁具再保険料 9,240 9,240 - - - - - - -
満期損害再保険料 129,770 129,770 - - - - - - -

満期積立再保険料 1,079,840 1,079,840 - - - - - - -
再再保険金 118,210 55,020 14,610 25,740 - - - - 22,840
再再保険料還付金 5,950 510 1,650 3,780 - - - - 10
再保険金還付金 80 10 10 10 10 10 10 10 10
損失回収金 70 10 10 10 - 10 10 10 10
満期積立運用収入 42,640 42,640 - - - - - - -
責任準備金戻入 7,575,240 6,164,690 46,430 1,302,160 18,670 - - 300 42,990
満期積立責任準備金戻入 5,285,250 5,285,250 - - - - - - -
支払備金戻入 4,760,328 3,065,960 4,530 1,591,670 15,430 67,518 9,620 0 5,600
満期積立支払備金戻入 18,980 18,980 - - - - - -

保険勘定収益計 35,246,748 28,929,440 176,970 5,746,530 77,400 104,998 12,440 3,170 195,800
（費用）
再保険金 16,443,128 13,258,950 103,010 2,845,090 40,040 67,518 9,620 2,790 116,110

再保険金 16,297,238 13,113,060 103,010 2,845,090 40,040 67,518 9,620 2,790 116,110
漁具再保険金 9,540 9,540 - - - - - - -
満期損害再保険金 135,350 135,350 - - - - - - -
委付認定等調査料 1,000 1,000 - - - - - - -

満期積立再保険金 1,393,830 1,393,830 - - - - - - -
再再保険料 124,140 55,520 16,260 29,520 - - - - 22,840
再再保険金返還金 40 10 10 10 - - - - 10
再保険料払戻金 176,100 123,790 11,170 39,600 560 10 10 10 950

再保険料払戻金 175,220 122,910 11,170 39,600 560 10 10 10 950
漁具再保険料払戻金 20 20 - - - - - - -
満期損害再保険料払戻金 860 860 - - - - - - -

満期積立再保険料払戻金 93,250 93,250 - - - - - - -
損失回収返還金 50 10 10 10 - - - 10 10
責任準備金積立 7,353,110 5,998,490 41,980 1,240,630 21,370 - - 360 50,280
満期積立責任準備金積立 4,887,290 4,887,290 - - - - - - -
支払備金積立 4,723,470 3,065,960 4,530 1,591,670 15,430 37,470 2,810 0 5,600
満期積立支払備金積立 52,340 52,340 - - - - - - -

保険勘定費用計 35,246,748 28,929,440 176,970 5,746,530 77,400 104,998 12,440 3,170 195,800
保険勘定利益(-損失) 0 0 0 0 0 0 0 0 0

･業務勘定･
（収益）
付加再保険料 105,670 36,990 300 55,670 - - - 280 12,430
受入補助金 22,003 - - 22,003 - - - - -
受入利息 696,997 215,598 5,725 430,656 5,356 2,622 28,582 1,791 6,667
受入延滞金 80 10 10 10 10 10 10 10 10
付加再保険料責任準備金戻入 24,490 8,680 120 13,030 - - - 20 2,640
役員退任慰労金引当金戻入 0 - - 0 - - - - -
雑収入 80 10 10 10 10 10 10 10 10

業務勘定収益計 849,320 261,288 6,165 521,379 5,376 2,642 28,602 2,111 21,757
（費用）
管　理　費 775,438 284,342 6,677 448,377 6,104 3,015 2,872 2,367 21,684

役員報酬 84,800 33,580 789 46,174 721 356 339 280 2,561
俸給 179,131 70,935 1,666 97,537 1,523 752 717 591 5,410
諸給与 239,123 94,693 2,224 130,202 2,033 1,004 956 789 7,222
旅費 17,896 7,088 166 9,744 152 75 72 59 540
交際費 5,300 2,100 49 2,886 45 22 21 17 160
交通費 4,420 1,749 41 2,407 38 19 18 15 133
厚生費 71,942 28,489 669 39,172 612 302 288 237 2,173
職員研修費 630 249 6 343 5 3 3 2 19
事務所費 92,871 36,778 864 50,568 789 390 371 306 2,805
備品費 555 220 5 302 5 2 2 2 17
消耗品費 727 288 7 396 6 3 3 2 22
図書費 1,897 751 18 1,033 16 8 8 6 57
通信運搬費 4,980 1,973 46 2,712 42 21 20 16 150
印刷費 3,022 1,197 28 1,645 26 13 12 10 91
会議費 4,107 1,627 38 2,236 35 17 16 14 124
謝金 4,945 1,958 46 2,693 42 21 20 16 149
退職給与引当金積立 42,122 - - 42,122 - - - - -
役員退任慰労金引当金積立 15,292 - - 15,292 - - - - -
公租公課 100 41 1 54 1 0 0 0 3
支払利息 18 7 0 10 0 0 0 0 1
支払手数料 1,200 476 11 653 10 5 5 4 36
雑費 360 143 3 196 3 2 1 1 11
役員退任慰労金 0 - - 0 - - - - -

業　務　費 553,850 181,913 4,935 321,658 3,990 2,386 26,530 1,470 10,968
損害調査費 5,458 3,305 160 1,933 - - - - 60
研究指導費 22,853 9,051 213 12,443 194 96 91 75 690
統計資料作成費 40,870 16,185 380 22,254 347 172 163 135 1,234
普及宣伝費 60,091 23,796 559 32,720 511 252 240 198 1,815
組合業務費助成金 241,400 78,360 2,287 154,354 1,902 1,208 - 668 2,621
事故防止対策事業費 131,502 42,686 1,246 84,084 1,036 658 - 364 1,428
補完再保険料助成金 1,402 - - - - - 1,402 - -
保険料助成金 21,946 - - - - - 21,946 - -
協力報奨費 2,438 - - - - - 2,438 - -
加入促進表彰費 250 - - - - - 250 - -
海外法務代理人手数料 560 - - 560 - - - - -
付加再保険料払戻金 890 80 10 780 - - - 10 10
付加再保険料責任準備金積立 24,190 8,450 80 12,530 - - - 20 3,110

減価償却費 82,923 - - 82,923 - - - - -
業務勘定費用計 1,412,211 466,255 11,612 852,958 10,094 5,401 29,402 3,837 32,652

業務勘定利益(-損失) -562,891 -204,967 -5,447 -331,579 -4,718 -2,759 -800 -1,726 -10,895
保険業務勘定利益(-損失） -562,891 -204,967 -5,447 -331,579 -4,718 -2,759 -800 -1,726 -10,895



４ 海外勘定

救済勘定 （単位：千円）

収 益 の 部

勘定科目 22年度計画額 21年度実績額 比較 増-減 備 考

1 救済掛金 111,330 111,333 -3

2 救済金還付金 10 1,617 -1,607

3 損失回収金 10 0 10

4 責任準備金戻入 38,120 40,030 -1,910

5 支払備金戻入 113,000 10,000 103,000

計 262,470 162,980 99,490

費 用 の 部

勘定科目 22年度計画額 21年度実績額 比較 増-減 備 考

1 救済金 119,530 28,183 91,347

2 救済掛金払戻金 2,720 2,712 8

3 責任準備金積立 38,120 38,120 0

4 支払備金積立 68,700 113,000 -44,300

5 業務勘定繰入 33,400 33,400 0

計 262,470 215,415 47,055

業務勘定

収 益 の 部

勘定科目 22年度計画額 21年度実績額 比較 増-減 備 考

1 救済勘定受入 33,400 33,400 0

2 受入利息 43,775 43,662 113

3 受入延滞金 10 0 10

4 退職給与引当金戻入 0 14,248 -14,248

5 役員退任慰労金引当金戻入 0 2,092 -2,092

6 雑収入 10 0 10

計 77,195 93,402 -16,207



（単位：千円）

費 用 の 部

勘定科目 22年度計画額 21年度実績額 比較 増-減 備 考

１ 管理費 56,362 75,138 -18,776
(1) 俸給 14,966 15,249 -283 定員3名、基本給

(2) 諸給与 17,144 19,030 -1,886
月例手当(役付･扶養･住宅･食事･調
整･通勤)、期末手当等

(3) 旅費 931 728 203 役員会、委員会、諸会議

(4) 交通費 492 866 -374 借上料等

(5) 厚生費 5,430 5,331 99 社会保険､団体生命､健康診断等

(6) 職員研修費 70 27 43 保険共済研修等

(7) 事務所費 12,071 12,420 -349 借室料等

(8) 消耗品費 82 70 12
(9) 図書費 211 208 3 定期購読料、資料室書籍

(10) 通信運搬費 556 499 57 電話料、送料等

(11) 印刷費 422 286 136 会議資料､事務用印刷物

(12) 会議費 418 415 3 総会等

(13) 謝金 165 45 120 弁護士、各種委員等

(14) 退職給与引当金積立 3,362 3,624 -262
(15) 支払利息 2 0 2
(16) 雑費 40 0 40
(17) 退職給与費 0 14,248 -14,248
(18) 役員退任慰労金 0 2,092 -2,092

２ 業務費 42,043 41,064 979
(1) 損害調査費 200 65 135 調査旅費等

(2) 統計資料作成費 150 37 113 救済ｼｽﾃﾑ管理費等

(3) 普及宣伝費 1,760 1,730 30 広告料等

(4) 組合業務費助成金 15,600 14,990 610
(5) 事故防止対策事業費 8,498 8,407 91
(6) あっせん謝金 4,426 4,426 0
(7) 事務委託手数料 9,414 9,414 0 事務委託手数料 

(8) 情報提供費 1,995 1,995 0
３ 減価償却費 0 24 -24

計 98,405 116,226 -17,821

業務勘定利益（－損失） -21,210 -22,824 1,614

海外勘定利益（－損失） -21,210 -75,259 54,049

(注) 支出予算の総括科目の20%以内の流用は理事会、内訳科目相互間の流用は会長一任とする。



（参考資料） 平成22年度勘定別保険･救済勘定予算書

自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日

(収益) (単位：千円 実績額は千円未満四捨五入)

合    計 再保険事業勘定 一般勘定 振興勘定 海外勘定 科

勘定科目 22年度 21年度 比   較 22年度 21年度 比   較 22年度 21年度 比 較 22年度 21年度 比 較 22年度 21年度 比   較 目
計画額 実績額 増 - 減 計画額 実績額 増 - 減 計画額 実績額 増-減 計画額 実績額 増-減 計画額 実績額 増 - 減 No

1. 再保険料 16,360,160 16,794,810 -434,650 16,360,160 16,794,810 -434,650 - - - - - - - - - 1.

2. 満期積立再保険料 1,079,840 1,185,790 -105,950 1,079,840 1,185,790 -105,950 - - - - - - - - - 2.

3. 救済掛金 111,330 111,333 -3 - - - - - - - - - 111,330 111,333 -3 3.

4. 再再保険金 118,210 112,307 5,903 118,210 112,307 5,903 - - - - - - - - - 4.

5. 再再保険料還付金 5,950 10,618 -4,668 5,950 10,618 -4,668 - - - - - - - - - 5.

6. 再保険金還付金 80 0 80 80 0 80 - - - - - - - - - 6.

7. 救済金還付金 10 1,617 -1,607 - - - - - - - - - 10 1,617 -1,607 7.

8. 損失回収金 80 217,098 -217,018 70 217,098 -217,028 - - - - - - 10 0 10 8.

9. 満期積立運用収入 42,640 51,299 -8,659 42,640 51,299 -8,659 - - - - - - - - - 9.

10. 責任準備金戻入 7,613,360 7,957,260 -343,900 7,575,240 7,917,230 -341,990 - - - - - - 38,120 40,030 -1,910 10.

11. 満期積立責任準備金戻入 5,285,250 5,603,030 -317,780 5,285,250 5,603,030 -317,780 - - - - - - - - - 11.

12. 支払備金戻入 4,873,328 5,317,086 -443,758 4,760,328 5,307,086 -546,758 - - - - - - 113,000 10,000 103,000 12.

13. 満期積立支払備金戻入 18,980 54,140 -35,160 18,980 54,140 -35,160 - - - - - - - - - 13.

14. 前期修正益 0 49 -49 0 49 -49 - - - - - - - - - 14.

計 35,509,218 37,416,437 -1,907,219 35,246,748 37,253,457 -2,006,709 - - - - - - 262,470 162,980 99,490 計

(費用)

1. 再保険金 16,443,128 16,348,707 94,421 16,443,128 16,348,707 94,421 - - - - - - - - - 1.

2. 満期積立再保険金 1,393,830 1,487,635 -93,805 1,393,830 1,487,635 -93,805 - - - - - - - - - 2.

3. 救済金 119,530 28,183 91,347 - - - - - - - - - 119,530 28,183 91,347 3.

4. 再再保険料 124,140 134,519 -10,379 124,140 134,519 -10,379 - - - - - - - - - 4.

5. 再再保険金返還金 40 0 40 40 0 40 - - - - - - - - - 5.

6. 再保険料払戻金 176,100 180,958 -4,858 176,100 180,958 -4,858 - - - - - - - - - 6.

7. 満期積立再保険料払戻金 93,250 102,394 -9,144 93,250 102,394 -9,144 - - - - - - - - - 7.

8. 救済掛金払戻金 2,720 2,712 8 - - - - - - - - - 2,720 2,712 8 8.

9. 損失回収返還金 50 0 50 50 0 50 - - - - - - - - - 9.

10. 責任準備金積立 7,391,230 7,613,360 -222,130 7,353,110 7,575,240 -222,130 - - - - - - 38,120 38,120 0 10.

11. 満期積立責任準備金積立 4,887,290 5,285,250 -397,960 4,887,290 5,285,250 -397,960 - - - - - - - - - 11.

12. 支払備金積立 4,792,170 4,873,328 -81,158 4,723,470 4,760,328 -36,858 - - - - - - 68,700 113,000 -44,300 12.

13. 満期積立支払備金積立 52,340 18,980 33,360 52,340 18,980 33,360 - - - - - - - - - 13.

14. 業務勘定繰入 33,400 33,400 0 - - - - - - - - - 33,400 33,400 0 14.

計 35,509,218 36,109,426 -600,208 35,246,748 35,894,011 -647,263 - - - - - - 262,470 215,415 47,055 計

                                                                                                              

収 支 差 引 - 1,307,011 - - 1,359,446 - - - - - - - - -52,435 -



平成22年度勘定別業務勘定予算書

自 平成22年4月 1日

至 平成23年3月31日

(収益) (単位：千円 実績額は千円未満四捨五入)

合    計 再保険事業勘定 一般勘定 振興勘定 海外勘定 科
勘定科目 22年度 21年度 比   較 22年度 21年度 比   較 22年度 21年度 比   較 22年度 21年度 比   較 22年度 21年度 比   較 目

計画額 実績額 増 - 減 計画額 実績額 増 - 減 計画額 実績額 増 - 減 計画額 実績額 増 - 減 計画額 実績額 増 - 減 No

1 賦課金 49,000 49,000 0 - - - 49,000 49,000 0 - - - - - - 1

2 漁船損害調査料 0 17 -17 - - - 0 17 -17 - - - - - - 2

3 付加再保険料 105,670 107,386 -1,716 105,670 107,386 -1,716 - - - - - - - - - 3

4 受入補助金 22,003 0 22,003 22,003 0 22,003 - - - - - - - - - 4

5 救済勘定受入 33,400 33,400 0 - - - - - - - - - 33,400 33,400 0 5

6 受入利息 812,259 780,767 31,492 696,997 667,222 29,775 555 853 -298 70,932 69,030 1,902 43,775 43,662 113 6

7 前年度繰越金 4,074 4,583 -509 - - - 3,017 4,503 -1,486 1,057 80 977 - - - 7

8 受入延滞金 90 0 90 80 0 80 - - - - - - 10 0 10 8

9 付加再保険料責任準備金戻入 24,490 26,570 -2,080 24,490 26,570 -2,080 - - - - - - - - - 9

10 退職給与引当金戻入 0 59,908 -59,908 0 29,934 -29,934 0 15,726 -15,726 - - - 0 14,248 -14,248 10

11 役員退任慰労金引当金戻入 0 122,635 -122,635 0 86,921 -86,921 0 33,622 -33,622 - - - 0 2,092 -2,092 11

12 雑収入 110 158 -48 80 56 24 10 0 10 10 102 -92 10 0 10 12

計 1,051,096 1,184,424 -133,328 849,320 918,089 -68,769 52,582 103,721 -51,139 71,999 69,212 2,787 77,195 93,402 -16,207



(費用 1) (職員50名) (職員47名) (職員3名) (単位:千円 実績額は千円未満四捨五入)

合    計 再保険事業勘定 一般勘定 振興勘定 海外勘定 科

勘定科目 22年度 21年度 比   較 22年度 21年度 比   較 22年度 21年度 比   較 22年度 21年度 比   較 22年度 21年度 比   較 目

計画額 実績額 増 - 減 計画額 実績額 増 - 減 計画額 実績額 増 - 減 計画額 実績額 増 - 減 計画額 実績額 増 - 減 No

1 管理費 859,440 1,040,924 -181,484 775,438 881,237 -105,799 27,640 78,009 -50,369 0 6,540 -6,540 56,362 75,138 -18,776 1

1 役員報酬 84,800 81,688 3,112 84,800 81,688 3,112 - - - - - - - - - 1

2 俸給 194,097 193,981 116 179,131 176,203 2,928 - - - 0 2,529 -2,529 14,966 15,249 -283 2

3 諸給与 256,267 250,477 5,790 239,123 228,552 10,571 - - - 0 2,895 -2,895 17,144 19,030 -1,886 3

4 旅費 18,827 14,231 4,596 17,896 13,503 4,393 - - - - - - 931 728 203 4

5 交際費 5,300 4,970 330 5,300 4,970 330 - - - - - - - - - 5

6 交通費 4,912 8,659 -3,747 4,420 7,793 -3,373 - - - - - - 492 866 -374 6

7 厚生費 77,372 75,392 1,980 71,942 69,245 2,697 - - - 0 816 -816 5,430 5,331 99 7

8 職員研修費 700 267 433 630 240 390 - - - - - - 70 27 43 8

9 事務所費 122,942 126,546 -3,604 92,871 93,846 -975 18,000 19,980 -1,980 0 300 -300 12,071 12,420 -349 9

10 備品費 555 653 -98 555 653 -98 - - - - - - - - - 10

11 消耗品費 809 700 109 727 630 97 - - - - - - 82 70 12 11

12 図書費 2,108 2,076 32 1,897 1,868 29 - - - - - - 211 208 3 12

13 通信運搬費 5,536 4,987 549 4,980 4,488 492 - - - - - - 556 499 57 13

14 印刷費 3,444 2,957 487 3,022 2,671 351 - - - - - - 422 286 136 14

15 会議費 4,525 4,455 70 4,107 4,040 67 - - - - - - 418 415 3 15

16 団体負担金 9,640 8,681 959 - - - 9,640 8,681 959 - - - - - - 16

17 謝金 5,110 3,819 1,291 4,945 3,774 1,171 - - - - - - 165 45 120 17

18 退職給与引当金積立 45,484 49,521 -4,037 42,122 45,897 -3,775 - - - - - - 3,362 3,624 -262 18

19 役員退任慰労金引当金積立 15,292 18,602 -3,310 15,292 18,602 -3,310 - - - - - - - - - 19

20 公租公課 100 15 85 100 15 85 - - - - - - - - - 20

21 支払利息 20 0 20 18 0 18 - - - - - - 2 0 2 21

22 支払手数料 1,200 1,061 139 1,200 1,061 139 - - - - - - - - - 22

23 雑費 400 115 285 360 115 245 - - - - - - 40 0 40 23

24 退職給与費 0 61,266 -61,266 0 31,292 -31,292 0 15,726 -15,726 - - - 0 14,248 -14,248 24

25 役員退任慰労金 0 125,805 -125,805 0 90,091 -90,091 0 33,622 -33,622 - - - 0 2,092 -2,092 25



(費用 2) (単位：千円 実績額は千円未満四捨五入)

合    計 再保険事業勘定 一般勘定 振興勘定 海外勘定 科

勘定科目 22年度 21年度 比   較 22年度 21年度 比   較 22年度 21年度 比   較 22年度 21年度 比   較 22年度 21年度 比   較 目

計画額 実績額 増 - 減 計画額 実績額 増 - 減 計画額 実績額 増 - 減 計画額 実績額 増 - 減 計画額 実績額 増 - 減 No

2 業務費 619,405 571,028 48,377 553,850 507,269 46,581 23,512 22,695 817 - - - 42,043 41,064 979 2

1 損害調査費 5,658 4,689 969 5,458 4,624 834 - - - - - - 200 65 135 1

2 研究指導費 22,853 11,320 11,533 22,853 11,320 11,533 - - - - - - - - - 2

3 統計資料作成費 41,020 35,908 5,112 40,870 35,871 4,999 - - - - - - 150 37 113 3

4 普及宣伝費 74,851 65,754 9,097 60,091 50,797 9,294 13,000 13,227 -227 - - - 1,760 1,730 30 4

5 広報費 7,231 6,302 929 - - - 7,231 6,302 929 - - - - - - 5

6 漁船事故防止勧奨費 2,033 1,922 111 - - - 2,033 1,922 111 - - - - - - 6

7 福利厚生費 1,248 1,244 4 - - - 1,248 1,244 4 - - - - - - 7

8 組合業務費助成金 257,000 247,776 9,224 241,400 232,786 8,614 - - - - - - 15,600 14,990 610 8

9 事故防止対策事業費 140,000 138,962 1,038 131,502 130,555 947 - - - - - - 8,498 8,407 91 9

10 補完再保険料助成金 1,402 1,361 41 1,402 1,361 41 - - - - - - - - - 10

11 保険料助成金 21,946 11,649 10,297 21,946 11,649 10,297 - - - - - - - - - 11

12 協力報奨費 2,438 2,213 225 2,438 2,213 225 - - - - - - - - - 12

13 加入促進表彰費 250 157 93 250 157 93 - - - - - - - - - 13

14 あっせん謝金 4,426 4,426 0 - - - - - - - - - 4,426 4,426 0 14

15 事務委託手数料 9,414 9,414 0 - - - - - - - - - 9,414 9,414 0 15

16 情報提供費 1,995 1,995 0 - - - - - - - - - 1,995 1,995 0 16

17 海外法務代理人手数料 560 555 5 560 555 5 - - - - - - - - - 17

18 付加再保険料払戻金 890 891 -1 890 891 -1 - - - - - - - - - 18

19 付加再保険料責任準備金積立 24,190 24,490 -300 24,190 24,490 -300 - - - - - - - - - 19

3 振興事業費 71,999 61,615 10,384 - - - - - - 71,999 61,615 10,384 - - - 3

1 海難防止助成事業費 1,000 1,000 0 - - - - - - 1,000 1,000 0 - - - 1

2 無事故漁船報償事業費 28,000 27,434 566 - - - - - - 28,000 27,434 566 - - - 2

3 漁船保険推進対策事業費 42,999 33,181 9,818 - - - - - - 42,999 33,181 9,818 - - - 3

4 減価償却費 82,923 75,298 7,625 82,923 75,274 7,649 - - - - - - 0 24 -24 4

5 固定資産処分損 0 123 -123 0 123 -123 - - - - - - 0 0 0 5

計 1,633,767 1,748,988 -115,221 1,412,211 1,463,903 -51,692 51,152 100,704 -49,552 71,999 68,155 3,844 98,405 116,226 -17,821

業務勘定利益(-損失) -582,671 -564,564 -18,107 -562,891 -545,814 -17,077 1,430 3,017 -1,587 0 1,057 -1,057 -21,210 -22,824 1,614

保険救済業務勘定利益(-損失) -582,671 742,447 -1,325,118 -562,891 813,632 -1,376,523 1,430 3,017 -1,587 0 1,057 -1,057 -21,210 -75,259 54,049




